
一般財団法人伊達市スポーツ振興公社定款 

 

       第１章 総 則 

（名称） 

第１条 当法人は、一般財団法人伊達市スポーツ振興公社と称する。 

（主たる事務所） 

第２条 当法人は、主たる事務所を福島県伊達市保原町大泉字宮脇２６５番地

に置く。 

（目的） 

第３条 当法人は、生涯スポーツ活動を推進するため、体育・スポーツの振興

に関する各種事業及び支援事業を実施するとともに普及啓発に努め、地域

住民の心身の健全な発達と健康で活力ある生活形成に寄与する。さらには、

元気な住民による、元気な地域づくりをめざし、市民それぞれの生涯にわ

たるスポーツとの関わりを創出・支援することを目的とし、その目的に資

するため、次の事業を行う。 

⑴ 市民を対象としたスポーツ教室等の企画・実施 

⑵ 総合型スポーツクラブの運営及び地域スポーツクラブの育成 

⑶ 市又は市民団体の主催するスポーツイベントの支援 

⑷ 体育協会やスポーツ少年団をはじめとするスポーツ団体の育成 

⑸ スポーツを通した広域的な交流の促進 

⑹ スポーツ施設管理運営と有効活用 

⑺ その他当法人の目的を達成するために必要な事業 

 

（公告の方法） 

第４条 当法人の公告は、電子公告の方法により行う。 

２ 当法人の公告は、電子公告による公告をすることができない事故その他や

むを得ない事由が生じた場合には、官報に掲載してする。 

 

       第２章 財産及び会計 

（設立者の名称及び住所並びに拠出する財産及びその価額） 

第５条 設立者の名称及び住所並びに当法人の設立に際して設立者が拠出する

財産及びその価額は、次のとおりである。 

    住 所 福島県伊達市保原町字舟橋１８０番地 

    設立者 伊達市 

    拠出財産及びその価額 現金３０００万円 

（事業年度） 

第６条 当法人の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までの年１期

とする。 

（事業計画及び収支予算） 

第７条 当法人の事業計画及び収支予算については、毎事業年度開始日の前日

までに代表理事が作成し、理事会の決議を経て評議員会の承認を受けなけ

ればならない。これを変更する場合も、同様とする。 

（事業報告及び決算） 

第８条 当法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、代表理事



が次の書類を作成し、監事の監査を受けた上で、理事会の承認を経て、定

時評議員会に提出し、第１号の書類についてはその内容を報告し、第２号

の書類については承認を受けなければならない。 

  ⑴ 事業報告及びその附属明細書 

  ⑵ 貸借対照表及び損益計算書並びにこれらの附属明細書 

 ２ 前項の書類のほか、監査報告を主たる事務所に５年間備え置くと共に、定

款を主たる事務所に備え置き、一般の閲覧に供するものとする。 

（剰余金の不分配） 

第９条 当法人は、剰余金の分配を行わない。 

 

      第３章 評議員及び評議員会 

        第１節 評議員 

（評議員） 

第１０条 当法人に、評議員３名以上１０名以内を置く。 

（選任及び解任） 

第１１条 評議員の選任及び解任は、評議員会において行う。 

（任期） 

第１２条 評議員の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終の

ものに関する定時評議員会の終結の時までとする。 

 ２ 任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は、

前任者の任期の残存期間と同一とする。 

（報酬等） 

第１３条 評議員に対して、１日７２００円を超えない範囲で、評議員会にお

いて別に定める報酬等の支給基準に従って算定した額を日当として支給す

る。 

 ２ 評議員には、その職務を行うために要する費用の支払をすることができ

る。 

 

        第２節 評議員会 

（権限） 

第１４条 評議員会は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（以下「一

般法人法」という。）に規定する事項及びこの定款で定める事項に限り決

議する。 

（開催） 

第１５条 定時評議員会は、毎事業年度終了後３か月以内に開催し、臨時評議

員会は、必要に応じて開催する。 

（議長） 

第１６条 評議員会の議長は、評議員会において、出席した評議員の中から選

定する。 

（決議） 

第１７条 評議員会の決議は、議決に加わることができる評議員の過半数が出

席し、出席した当該評議員の過半数をもって行う。 

 ２ 一般法人法第１８９条第２項の決議は、議決に加わることができる評議

員の３分の２以上に当たる多数をもって行う。 



（議事録） 

第１８条 評議員会の議事については、法令の定めるところにより議事録を作

成し、出席した評議員及び理事がこれに署名又は記名押印する。 

 

       第４章 役員及び理事会 

         第１節 役 員 

（役員） 

第１９条 当法人に、次の役員を置く。 

  ⑴ 理事３名以上１０名以内 

  ⑵ 監事２名以内 

 ２ 理事のうち１名を代表理事とする。 

（選任等） 

第２０条 理事及び監事は、評議員会の決議によって選任する。 

 ２ 代表理事は、理事会の決議によって理事の中から選定する。 

（任期） 

第２１条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のも

のに関する定時評議員会の終了の時までとする。 

 ２ 監事の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時評議員会の終了の時までとする。 

 ３ 任期の満了前に退任した理事又は監事の補欠として選任された理事又は

監事の任期は、前任者の任期の残存期間と同一とする。 

（理事の職務及び権限) 

第２２条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款の定めるところにより、

その職務を行う。 

 ２ 代表理事は、当法人を代表し、その業務を執行する。 

（監事の職務及び権限） 

第２３条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令の定めるところにより、

監査報告を作成する。 

 ２ 監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、当法人

の業務及び財産の状況の調査をすることができる。 

（解任） 

第２４条 理事又は監事が、次のいずれかに該当するときは、その理事又は監

事を評議員会において解任することができる。ただし、監事の解任の決議

は、議決に加わることができる評議員の３分の２以上に当たる多数をもっ

て行わなければならない。 

 ⑴ 職務上の義務に違反し、又は職務を懈怠したとき。 

 ⑵ 心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。 

（報酬等） 

第２５条 理事及び監事の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当法人か

ら受ける財産上の利益は、評議員会の決議によって定める。 

 

         第２節 理事会 

（権限） 

第２６条 理事会は、この定款に別に定めるもののほか、次の職務を行う。 



 ⑴ 業務執行の決定 

 ⑵ 理事の職務の執行の監督 

 ⑶ 代表理事の選定及び解職 

（招集） 

第２７条 理事会は、法令に別段の定めがある場合を除き、代表理事が招集す

る。 

 ２ 理事会の招集通知は、理事会の日の５日前までに各理事及び各監事に発

する。ただし、緊急の必要があるときは、この期間を短縮することができ

る。 

 ３ 理事及び監事の全員の同意があるときは、招集の手続を経ることなく理

事会を開催することができる。 

（議長） 

第２８条 理事会の議長は、代表理事がこれに当たる。 

（決議） 

第２９条 理事会の決議は、この定款に別段の定めがある場合を除き、議決に

加わることができる理事の過半数が出席し、その過半数をもって行う。 

（議事録） 

第３０条 理事会の議事については、法令の定めるところにより議事録を作成

し、出席した理事及び監事がこれに署名又は記名押印する。 

 

       第５章 定款の変更等 

（定款の変更） 

第３１条 この定款は、評議員会において、議決に加わることができる評議員

の３分の２以上に当たる多数をもって決議することにより変更することが

できる。 

 ２ 前項の規定は、当法人の目的並びに評議員の選任及び解任の方法につい

ても適用する。 

（残余財産の帰属） 

第３２条 当法人が清算をする場合において有する残余財産は、評議員会の決

議を経て、当法人と類似の事業を目的とする他の公益法人又は国若しくは

地方公共団体に贈与するものとする。 

 

       第６章 附則 

（設立時の評議員） 

第３３条 当法人の設立時評議員は、次のとおりとする。 

    設立時評議員  橘 和彦  石井 忠  千葉 美知 

            田中 薫  佐藤 幸英  佐藤 実 

            小野 あつ子  渡辺 隆  斎藤 和明 

            菅野 永 

（設立時の役員） 

第３４条 当法人の設立時理事、設立時代表理事及び設立時監事は、次のとお

りとする。 

    設 立 時 理 事 佐瀬 之人  湯田 健一  千葉 忠孝 

            高橋 勇一  吉田 勝重  一条 高志 



            清野 良治  福地 アイ子  今村 悦子 

            橘 政弘 

    設立時代表理事 橘 政弘 

    設 立 時 監 事 小野 正光  斎藤 亮次 

 

（最初の事業年度） 

第３５条 当法人の最初の事業年度は、当法人成立の日から平成２６年３月３

１日までとする。 

（法令の準拠） 

第３６条 本定款に定めのない事項は、すべて一般法人法その他の法令に従う。 

 

 以上、一般財団法人伊達市スポーツ振興公社の設立のためこの定款を作成し、

設立者が次に記名押印する。 

 

 

附則 

 この定款は、令和６年６月 21 日改定。 

 

 

 

  平成２５年１２月１８日 

 

    設立者 伊達市長 仁志田 昇司  


